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適用時期
ノート注釈
令和３年１月１日以降に支払う給与等及び公的年金等について適用することとなっています。従って給与所得者の給与計算を行う際、ひとり親控除に該当する場合は扶養親族等の数に注意が必要です。

所得控除金額
ノート注釈
経過措置により、令和２年分の年末調整においても適用できることとなっていますので、令和２年分の確定申告でも該当する場合は所得金額より３５万円の控除ができます。


その他適用範囲等
ノート注釈
1.ひとり親の範囲については、現在婚姻していない者又は配偶者で生死の明らかでない者のうち次に掲げる要件を満たすものをいいます。
①その者と生計を一にする子を有すること。
（子については総所得金額が４８万円以下で他の者の扶養親族とされていないこと）
②その者の合計所得金額が５００万円以下であること。
③その者と事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がいないこと。（住民票に「夫（未届）」「妻（未届）」等の記載がないこと）

2.納税者がひとり親に該当するかどうかの判定時期は、その年の１２月３１日の現況により判定します。

3.個人住民税についても同様の改正が行われ控除額は３０万円とされました。
適用時期については令和３年度以降の個人住民税から適用されます。

4.ひとり親控除の創設に伴い、寡婦（寡夫）控除の金額も変更されましたので注意が必要です。





